


































































































































































分類 項　　目 1960年 1965年 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年
全体需給
鶏肉需給
生産量 千トン 103 238 496 759 1,120 1,354 1,380 1,258
輸入量 千トン 0 8 12 28 80 297 297 581
国内仕向量 千トン 103 246 507 784 1,194 1,678 1,678 1,826
1 人当たり
純食料年供給量
鶏　肉 kg/年 0.8 1.9 3.7 5.3 7.7 9.1 10.2 11.0
牛　肉 kg/年 1.1 1.5 2.1 2.5 3.5 4.4 6.1 8.3
豚　肉 kg/年 1.1 3.0 5.3 7.3 9.6 10.3 11.5 11.4
肉類計 kg/年 3.5 7.1 12.2 16.9 22.1 24.8 28.5 31.3
1 人当たり生鮮肉
家計消費量（全世帯）
鶏　肉 kg/年 N.A. 1.1 2.2 2.9 3.8 3.9 3.6 3.6
牛　肉 kg/年 N.A. 1.9 1.7 2.0 2.4 2.6 3.0 3.6
豚　肉 kg/年 N.A. 2.1 3.5 4.7 5.5 5.0 4.9 4.7
３者合計 kg/年 N.A. 5.1 7.4 9.5 11.7 11.5 11.5 11.8
生産・出荷
飼養戸数 戸 N.A. 20,490 17,630 11,540 8,309 7,025 5,529 3,853
飼養羽数 千羽 N.A. 18,279 53,742 87,659 131,215 150,215 150,445 119,682
出荷羽数 千羽 N.A. 91,373 303,652 436,611 621,274 725,223 708,308 606,494
1 戸平均
飼養羽数 羽 N.A. 892 3,048 7,596 15,796 21,383 27,210 31,062
出荷羽数 羽 N.A. 4,459 17,224 37,835 74,771 103,235 128,108 157,408
出荷規模別出荷羽数
１万羽未満 千羽 N.A. 47,056 51,700 20,913 10,730 5,469 2,288 34,879
1 ～ 5 万羽 千羽 N.A.
52,030
161,994 151,883 114,738 81,398 53,104
61,903
5～10万羽 千羽 N.A. 42,475 107,983 156,351 127,944 91,917
10～30万羽 千羽 N.A.
44,673
97,908 211,529 330,843 348,748 296,146
30万羽以上 千羽 N.A. 57,924 130,802 179,569 212,521 213,566
地域別飼養羽数
北海道 千羽 N.A. 274 514 330 357 403 2,879 3,130
東　北 千羽 N.A. 693 3,605 10,084 17,568 24,668 23,416 24,209
北　陸 千羽 N.A. 451 1,352 1,366 2,135 2,112 1,751 1,274
関東・東山 千羽 N.A. 5,363 11,493 11,761 15,210 15,032 10,744 8,178
東　海 千羽 N.A. 2,423 7,665 9,964 12,032 10,912 8,479 5,576
近　畿 千羽 N.A. 2,460 7,746 8,518 10,374 11,169 9,945 7,735
中　国 千羽 N.A. 1,902 5,148 7,498 10,472 11,012 9,397 8,349
四　国 千羽 N.A. 1,916 5,659 8,477 11,973 12,595 12,019 10,151




屠体中抜き トン N.A. N.A. N.A. 346,433 412,743 329,331 174,591 107,943
解体品 トン N.A. N.A. N.A. 262,912 547,403 791,540 902,929 858,350
合　計 トン N.A. N.A. N.A. 609,345 960,146 1,120,871 1,077,520 966,293
鶏肉用途別消費構成比
家計消費 ％ N.A. N.A. N.A. 51.9 46.7 40.2 32.3 30.0
業務・外食 ％ N.A. N.A. N.A. 45.1 49.2 52.5 59.5 59.0
加工仕向 ％ N.A. N.A. N.A. 3.0 4.1 7.3 7.8 11.0
農家段階価格
生　　体（10kg） 円 1,542 1,980 1,915 2,909 2,608 2,326 1,939 1,767
配合飼料（20kg） 円 N.A. 823 914 1,637 1,761 1,577 1,197 1,026
GDPデフレーター （90CY） 22.7 29.8 39.5 64.2 83.9 93.9 100.6 104.6
1990年実質価格
生　　体（10kg） 円 6,793 6,644 4,848 4,531 3,108 2,477 1,927 1,689




















































































































































































































































大洋食鳥 日本食鳥 800 4.4
日商岩井 ニップン飼料 東西産業 （ピルチグループ） スエヒロブロイラー スエヒロブロイラー伊藤ハム 660 3.6




























































































































































































































に建設したのに続いて、枚方 ( 大阪 )、宇都宮（栃
木県）、佐久 ( 長野県 )、小野 ( 兵庫県 )、吉川（茨
城）、さらに1969年に所沢 ( 埼玉）にブロイラー処
理工場を次々に建設した。大型の冷凍保管設備を完
備し、系列の産地問屋から屠体を買い取って、パー
ツ（骨付きのもも肉や手羽肉にあたる）や正肉（骨
を外したももと手羽にあたる）への処理加工を担当
した。(27)
　1971年に、冷蔵倉庫を担当する新「第一冷蔵」
とブロイラーの処理と荷受け（加工・販売）を専門
に行う「一冷」に、三井物産は第一冷蔵を分割した。
その後第一冷蔵はブロイラーに限らず、冷凍・冷蔵
の一般倉庫として成長した。事業分割による新会社
設立後、一冷は、三井物産のブロイラーの垂直一貫
ビジネスにおいて、処理加工のみならず卸売りを主
体とした販売まで行うなど、三井物産のブロイラー
ビジネスにおける中核的企業としての役割を担うよ
うになった。(28)
　一冷は、ブロイラーを産地問屋や一部は飼育農家
から買い取ったが、取引にあたっては、全量買い取
りか、幅を持たせた買い取りのいずれかをあらかじ
め明示した契約を交わした。販売では地場売り、スー
パーマーケット企業や大口需要先への販売、卸売り
など様々な顧客への販売を行った。1978年時点に
おける一冷のブロイラー処理加工場は、関東地区に
２ヵ所、大阪、九州に各１ヵ所の計４ヵ所であり、
各所で集荷、冷蔵、販売を行い、その年間取扱量は
２万8000トン、約2100万羽に達した。(29)
　その後の一冷についてみると、採算性の悪化のた
め1995年に加工食品部門のみを残してブロイラー
の処理事業から撤退した。1997年時点においては、
荷受け機能が中心で年間４万トンを取り扱った。
2008年には、一冷および第一ブロイラー（青森県八
戸市）、ゴーデックス（後述）、日本ハイポー（養豚
事業）の三井物産系列の畜産事業関連の４社が統合
して新会社のプライフーズが設立された。(30)
③処理加工機械の日本ゴードンジョンソン
　三井物産は、イギリスのゴードンジョンソン・ス
チーブンと合弁で1967年にブロイラー処理加工機
械およびエンジニアリングの日本ゴードンジョンソ
ンを設立した。同社は、各地のブロイラー加工場の
設計、機械の据え付け、さらにはコンサルタントを
含めた技術指導を行った。
　ゴードンジョンソンが開発したブロイラー用設備
機器は、作業者の頭上の高さに設置されたレールに
従って、一定間隔にシャックル（shackle：鶏をつ
り下げるつり具）を取り付けたチェーンコンベア
（overhead	conveyer）が巡回し、屠殺（放血）、湯
漬、脱羽、洗鳥、中抜き（内臓などの不要部分の除
去）の作業が、鶏体を同一シャックルにつり下げた
まま行われるブロイラーの連続大量加工処理設備で
あった。コンベヤーの巡回速度は、標準的には１ラ
イン当たり１羽１秒で処理を行い、中抜き後の検査
を通った鶏体は冷却され、その後自動解体機などで
解体された。(31)
　その後三井物産は日本ゴードンジョンソンの全株
式を取得し、業務もブロイラー処理機械だけでなく、
食品加工設備に関するエンジニアリングにまで拡大
した。1989年に同社は社名を日本ゴードンジョン
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ソンからゴーデックスに改称した。
（5）ブロイラーの販売
　1950年代末頃における販売では三井物産は鳥問
屋の鳥市に依存し、その後各地の鶏肉商との取引を
開始してその取引量を徐々に拡大していった。関西
では1961年から1962年頃にかけて、京阪神の大手
鶏肉商との間に三鶏会と名付けられた取引組織をつ
くっている。(32)
　1960年代前半では、鶏肉商を含めた精肉商（小
売商）への卸売りの拡大を図った以外に、大手食肉
会社やスーパーマーケット企業、食品加工業者（空
揚げやチキンカツなどに加工）、大口需要先（外食、
ホテルなど）といった複数の販売チャネルを構築し
て、それぞれへの販売量を拡大していった。
　当時大手食肉会社である日本ハム（三菱商事系）、
全国畜産（三井物産系）、プリマハム（伊藤忠商事
系）、日本食品（住友商事系）、伊藤ハム（丸紅飯田
系）は精肉商の系列化を進める一方で、調達サイド
ではそれぞれ個別の商社と密接な取引関係を構築し
た。これら大手食肉会社の取扱量はブロイラーの全
売上の50％余に及んだ。(33)
　1970年時点における三井物産の系列的な販売先
として、大都市圏では第一冷蔵、鳥巧商事、東洋ブ
ロイラー、全国畜産、高崎ハムなどがあげられる。
また地方都市圏では、鳥巧商事、東洋ブロイラー、
第一ブロイラー、各地の A&A ブロイラーなどに販
売を行った。販売比率は大都市圏が30％、地方都
市圏70％であった。
　このうち全国畜産は精肉店に、東洋ブロイラーは
外食・ホテルなど大口需要先への販売を主に担当し
た。このほか1960年代から1970年代前半にかけて、
三井物産は第一冷蔵とともに鶏肉商を組織化してボ
ランタリーチェーンを構築した。これは、鶏肉小売
商に地域的団体を作らせて、これと取引するもので
あった。1968年時点で、世田谷区や北区など都内
で３カ所20店舗程度の組織化に成功した。ここで
は、第一冷蔵から共同仕入分が配達され、店頭には
第一冷蔵のステッカーが貼られ、第一冷蔵のブラン
ド入れ紙袋が使われた。(34)
　また第一冷蔵の販売先は大都市圏のうち東京市場
に集中しており、内訳はスーパーマーケット企業
が25％、精肉商などの小売店および大口需要先が
45％、卸売業者が25％であった。(35)
　なお、三井物産の系列的な販売先であった全国畜
産は、全国畜産協同組合を母体に1948年に設立さ
れた会社である。三井物産の関係会社として鶏肉の
みならず牛肉や豚肉の卸売で成長し、1970年に社
名をゼンチクに改称した。この間三井物産はゼンチ
クの保有株式比率を減らし、系列ながらも自社の関
係会社から協力会社として密接な取引関係を継続し
た。(36)
4　三井物産のブロイラービジネスの特徴
（1）三井物産の食糧関係の組織
　1959年の三井物産の再合同にあたって主要な役
割を果たした第一物産では、1947年の会社設立時
から食品の取り扱いを重視し、1951年には食糧部
を食品部と穀物油脂部に分割し、1955年の第一通
商と日本機械貿易との合併時には食品部から砂糖部
を分離して３部体制を敷いた。
　その後経済成長によって国民の食生活でも洋風化
を進んで、米食中心からパンの普及によって小麦等
の穀物需要が高まるとともに、蛋白源として肉類の
需要も増加した。国内での畜産向け飼料の供給を図
る意味から、1964年に穀物油脂部から飼料畜産部
を分離した。その後1966年に食品部が缶詰と冷凍
食品を扱う食品第一部と，その他の食品を扱う食品
第二部に分離したが、1970年に再び食品部となっ
た。また1969年には、スーパーマーケット企業と
の取引拡大を見込んで商品相互間の連絡と利害調整
を図ることを目的に食料総括部を設置した。(37)
　その後食品部が加工食品等を扱う食品第一部、水
産物を扱う食品第二部、嗜好飲料・酪農品を扱う食
品第三部に分離し、1979年時点での食料部門の組
織編成をみると、食品第一部・食品第二部・食品第
三部・砂糖部・穀物油脂部・飼料畜産部と食料総括
部・食料会計部の８部編成となっていた。(38)
　三井物産のブロイラービジネスは、1950年代末
頃に当時の穀物油脂部（後に飼料畜産部に分離）の
提案で実施に移されたものである。
（2）類似事業としての三井物産の鶏卵ビジネス
　ブロイラービジネスと類似的な性格を持つ事業と
して鶏卵ビジネスがあげられる。以下では、比較と
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して三井物産の鶏卵ビジネスをとりあげる。
　三井物産では戦後、この事業でも日本配合飼料に
おける全国に散在する特約店の問屋的機能を活用し
て、飼料販売先の鶏卵農家や鶏卵生産業者などから
卵を集荷し、これを各地の地場消費先に販売した。
その後1960年代後半以降、スーパーマーケットの
出現などによる大量販売・大量消費の流れに対応し
て、合成樹脂製のパックに包装して販売するスタイ
ルが登場した。そのため鶏卵生産業者の中には、小
売店と生産者の間に立ってパック詰めを行う必要性
から、GPセンター（grading	and	packing	center の
略称。洗浄と選別による規格付け、さらにはパック
詰めの包装を行う）をつくる業者が現れた。三井物
産は、日本配合飼料の特約店で扱っている鶏卵の地
場販売を継続する一方で、鶏卵生産業者が建設する
GPセンターに対しても出資を行うなど会社設立を
支援した。
　代表的な GP センターとして、1969年に設立さ
れた湘南養鶏（神奈川県伊勢原町。資本構成は湘南
養鶏組合および組合員55％、三井物産20％、伊藤
忠商事20％、伊勢原農協５％）や、1970年に設立
した越谷 GPセンター（埼玉県越谷市。出資構成は
米穀卸商の木徳60％、三井物産28％、日本配合飼
料12％）があげられる。各 GPセンターは、直売と
いう形で取引スーパーマーケットや食品加工業者な
どへ販売する体制を敷いた。このうち越谷 GPセン
ターをみると、1970年時に１日当たり10トンの鶏
卵を取り扱った。GPセンターに鶏卵を出荷してい
る農家は約20戸、その経営規模は5000 羽から３万
羽で、毎日集卵・出荷の体制であった。販売先は全
量、スーパーマーケットであり、特に西友ストアが
多かった。また商品ブランド名はゴールデンエッグ
を使用した。(39)	
　このように三井物産は鶏卵ビジネスでは、鶏卵生
産を行う各地の GPセンターの設立にあたって主導
的な立場では事業に関与しておらず、結果として鶏
卵ビジネスにおいてはブロイラービジネスのような
垂直一貫的な事業形態の形成には至っていない。こ
の理由として、鶏卵市場では農協の取り扱っている
市場シェアが圧倒的に高く、三井物産を含めた総合
商社が鶏卵の価格形成に主導権をとれる状況にはな
かったことがあげられる。ちなみに、採卵鶏が年間
１羽35キロの飼料を食べるとして、農林水産省発
表の採卵鶏羽数から割り出すと1969年時に三井物
産の採卵鶏に対する飼料販売シェアは約８％にす
ぎず、この数字は同様な形で算出したブロイラー
ビジネスにおける三井物産の市場シェアの数字25、
26％と比較してもかなり低いと考えられた。(40)
（3）三井物産のブロイラービジネスの特徴
①垂直関与的な事業運営であり、同時に開放的な事
　業のやり方
　三井物産におけるブロイラービジネスの特徴とし
て、次のことがあげられる。
　第１に、三井物産ではブロイラービジネスにおいて
垂直一貫的にすべての事業に関与しているものの、
三井物産が前面に出て直接的に実施する事業は、川
上分野における穀物輸入と処理加工および卸売など
の販売を行う子会社の第一冷蔵（および後の一冷）
だけと考えられる。それ以外の飼料販売や産地問屋
での集荷、孵化場などの工程では、事業主体となる
会社への部分的な出資にとどめるなど限定的な事業
関与である。
　このことから、三井物産のブロイラービジネスの
本質的スタンスは、垂直一貫的にすべての事業に関
与していく垂直関与型ビジネスといえる。日本のブ
ロイラービジネスでは総合商社のビジネスモデルを
説明する際に、その経営手法としてインテグレー
ション（垂直統合）の言葉が使用されているケース
が多い。しかし、三井物産は同事業ではインテグレー
タ （ー統合者）的な手法で事業を行ったのではなく、
システム的な性格を有するこのビジネスにおいてオ
ルガナイザー（とりまとめ役）的な役割を果たした
のである。(41)	
　同時に、このことは、各工程の事業を担当する事
業主体の経営の自由度を三井物産が容認していたこ
とになる。そのため各事業会社は、いずれも三井物
産との系列的取引だけにとどまることなく、外部の
業者との取引を積極的に進めるなど開放的な事業
運営を行った。そのため工程間の事業会社の関係も
硬直的な関係ではなく、ゆるやかな結びつきで形成
されていたことになる。この背景には、三井物産が
ブロイラービジネスへの先駆的な参入とその後の事
業経験の中から、ブロイラービジネスにはどれだけ
工業的な要素を持ち込んだとしても、自然環境の変
化に影響を受けやすい農業的性格が多分に残ると認
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識していたことが考えられる。結果として三井物産
は、ブロイラービジネスのもつ農業的性格による事
業リスクを考慮して、多くの工程における事業主体
への出資を限定的にとどめるなどの対応によって、
各事業主体が独自に柔軟な行動をとれることを可能
にしたのである。(42)
　実際に1983年から1984年の時点において、種鶏
の雛の販売では40％を有する三井物産系列の市場
シェアが、ブロイラーの処理段階では10％程度に
なっていた。また第一冷蔵の販売シェアは15％を
占めたが、この数字は処理加工段階における市場
シェアの数字を上回るものであり、第一冷蔵は他社
で処理加工したブロイラーも仕入れて販売していた
ことになる。これらのことからも、各社が系列以外
の外部顧客に対して積極的な拡販を進めたことがわ
かる。(43)
②生産面への直接的事業関与の低さ
　第２に、前記の特徴と関連して、特にブロイラー
の生産面に対して事業関与の度合いが低いことがあ
げられる。ブロイラービジネスでは1970年代以降
に国際穀物価格の高騰によって国内畜産物の生産コ
ストが上昇し、鶏肉を含めた生肉の価格が軒並み高
騰した。さらに1970年代の不況に伴う消費需要の
停滞と畜産物輸入の増加によって発生した国内畜産
物の生産過剰で、飼料企業ならびに畜産業者の業績
は一時的に悪化した。こうしたことを受けて、商社
によるブロイラービジネスでは事業再編による分化
が見られるようになった。(44)
　具体的な方向性の１つは、垂直的な一連の事業の
中で、各商社が自社系列外の企業への出荷・販売を
許容する開放型のやり方である。もう１つはその対
極として、生産工程で契約農家への委託生産以外に
大規模な直営事業を行うとともに、それ以降の処理
加工や販売においてもできるだけ商社が直接的に事
業を実施していこうとする閉鎖的なやり方である。
前者のビジネスモデルは三井物産が、後者のビジ
ネスモデルの代表的存在としては三菱商事が該当し
た。(45)
　三菱商事では日本農産工業、日清製粉、菱和飼料、
日本ハムと合弁で1969年にジャパンファームを鹿
児島に設立した。同社は鹿児島県大崎にブロイラー
の種鶏の孵化から肥育、加工処理までを一貫的に行
う事業所を建設した。1979年には同県垂水にも２
つ目のブロイラー生産の施設を建設した。このほか
ジャパンファームは同県大口で養豚事業も行ってい
る。(46)
　ブロイラー生産の直接的実施を三菱商事が選択し
た背景には、三菱商事がブロイラービジネスにおい
ては商社業界で後発であったことが起因している。
短期間での生産量拡大を図るため、そして優良な地
方の飼料商などが既に先発商社群の系列下にあって
各地方での生産・加工業者の育成には時間がかかる
ことなどの理由から、ブロイラービジネスでの売上
拡大のためには、リスクは高いものの自社自身で直
接的に実施する事業方法を行わざるを得なかったた
めと考えられる。
③川上分野の穀物調達関連での事業展開
　三井物産では、ブロイラー生産への事業関与が低
い一方で、穀物調達に関連する川上分野の事業では
積極的な対応を図っている。
　三井物産では、アメリカからの穀物輸入の拡大を
図るために、1961年に中西部のイリノイ州で現地
法人と合弁で穀物倉庫を運営する会社を買収してパ
シフィック・グレーンを設立した。アメリカで穀物
の大量取引を手がけるためには、穀倉地帯の集荷地
のみならず、鉄道・河川・港湾の輸送拠点に集荷・
貯蔵・販売・輸送を行うための穀物倉庫を備えるこ
とが必要不可欠の条件となっていたためであった。
三井物産はこれにより日本の商社で初めてアメリカ
内陸部で穀物倉庫を保有する企業となり、日本向け
にとうもろこしや大豆の輸入を開始した。1968年
には自前の穀物専用船を日米間に就航させた。その
後1969年には現地法人と合弁でオレゴン州にユナ
イテッド・グレーンを設立し、モンタナ州および西
海岸での穀物倉庫を活用して日本向けの小麦の輸入
を取り扱った。また1978年に三井物産はアメリカ
の穀物会社からアメリカ内陸部およびメキシコ湾岸
に複数の穀物倉庫を買収してガルフ・コースト・グ
レーンを設立、これによりミシシッピ川上流から日
本までの一貫的物流体制を構築することに成功し
た。(47)
　また海外での穀物生産として、インドネシアでの
農場開発があげられる。三井物産は、インドネシ
アの現地企業であるコスゴロと1969年にジャカル
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タに合弁会社であるミツゴロを設立した（資本金
150万ドル、三井物産の資本比率は全体の51％）。
同社の事業は、インドネシアの南スマトラにあるラ
ンポン州で飼料用とうもろこしの開発輸入を行うも
のであり、同時に周辺地域開発による農村振興を行
うものであった。事業では、コスゴロが現物出資し
た土地を開墾して直営農場として運営し、同地では
大規模な近代的農法を導入するとともに、入植した
組合農民に農業技術指導を行う計画であった。(48)
　しかし、この事業は失敗に終わった。ミツゴロは
農場を次々に開き、その開墾面積は計3600ヘクター
ルに及んだ。当初はとうもろこしを栽培したが、露
菌病ともいわれるベト病（卵菌が原因）が発生した
ために収穫量はふるわず、その後作物をキャッサバ
に変更した。その後1983年に三井物産はミツゴロ
の土地をインドネシア政府に移管し、事業から撤退
した。(49)
　このほか、三井物産は1960年代から1970年代に
かけて、全国各地の消費地周辺の臨海部に食品コン
ビナートの運営に関わった。この食品コンビナート
は、港湾地区に海外から輸送してきた穀物の貯蔵施
設（サイロと呼ばれることが多い）を設けて蔵置・
加工・包装を行う以外に、サイロに隣接して食品加
工業者の工場を誘致して製粉・製油・製麺・製パン・
飼料・飲料などの穀物加工品を生産して、ここから
各地に出荷しようとする複合工場群である。
　たとえば神戸東部（東灘区）の第４工区の食品コ
ンビナートでは、三井物産は同コンビナートに参画
する企業の誘致を図る以外に、埠頭（荷揚げ・蔵置
を行う）・サイロの運営を担当する甲南埠頭を1969
年に設立した（当初は全額出資。その後コンビナー
ト参加企業の出資を受け入れた）。甲南埠頭は、輸
送してきた穀物を日本製粉（製粉）、吉原製油（製油）、
日本配合飼料（飼料）、台糖（製糖）等のコンビナー
ト誘致企業に供給した。(50)
④川下分野での外食事業（ブロイラー加工消費事業）
　の失敗
　一方、三井物産は川下分野の鶏肉加工品の消費事
業には消極的である。実は、時期は1980年代後半
になるものの、外食（レストラン）事業に対して三
井物産は参入を試みて失敗した経験がある。
　具体的には、1988年に開店したメキシカン・チ
キン料理（網焼き風チキン料理）のレストラン・
チェーン事業であり、店の名前は「エル・ポヨ・ロコ」
（スペイン語でひょうきんな鶏の意味）である。レ
ストランを経営する「イーピーエル・ジャパン（EPL	
Japan）」は1987年に設立され、出資構成（資本金
4億5000万円）は三井物産42％、EPL	INCが15％
のほか、日本水産、サッポロビール、日本製粉、豊
年製油、三国コカコーラボトリング、上島珈琲など
であった。東京の原宿に第１号店を開店させた後、
札幌、青森、鹿児島、前橋などで店舗を出店させた
が、いずれも業績はふるわず閉店に追い込まれて事
業から撤退した。(51)	
さいごに
　日本でも戦後、食生活の洋風化が進み、1960年
代には健康増進を目指して蛋白源としての肉類の消
費が一般家庭でも普及した。この中で、鶏肉は牛肉、
豚肉と並んで代表的な食材としての地位を確立した
が、その背景には、畜産業のシステム化で大量生産・
大量流通が可能になったという供給サイドの理由も
あった。
　ブロイラー生産での大規模化は、畜産における工
業的手法の導入の点から大手企業の参入を招き、日
本市場では三井物産がいち早くブロイラー事業の将
来性を認識し、1950年代末頃から事業に参入・実
施し始めた。三井物産がブロイラービジネスに関与
した背景には、家畜向け飼料の原料となる穀物を自
社自身が大量に輸入しており、同時に国内において
戦前から配合飼料を製造販売する関係会社を設立し
ていたという実利的要因があった。このため、ブロ
イラーの生産・販売は鶏肉の大量消費を実現するこ
とによって、穀物輸入と飼料消費でも大量の取引を
もたらす垂直的ビジネスとしての関係を有していた
のである。
　三井物産が手がけたブロイラービジネスは、戦前
における鶏卵での飼料販売とその見返りとする鶏卵
の引き取り・販売という基本的考えをブロイラー事
業にも適用しつつも、ブロイラーの事業内容に鑑み
て、大幅に修正を施したものであった。それは、農
家等の生産業者との委託生産契約を行う一方で、ブ
ロイラーに適した品種の開発や集荷後の一元的な処
理加工と同工程における専用処理加工機械の導入、
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そして複数のチャネルでのブロイラーの大量販売な
どを内容とするものであった。同時に、各工程での
事業の大型化と近代化を進めるとともに、それらの
工程に一貫的に関与する垂直関与的な事業システム
の構築を行うものであった。
　三井物産は、日本のブロイラー業界ではこの垂直
関与的な事業システムを1960年代において先駆的
に構築し、国内ブロイラー市場における生産・販売
にあたって業界トップの地位を立ったのである。
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